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は じ め に
軍事独裁政権から民主的な政権へ, また紛争 (後) の体制の移行期にお
いて正義を追及し
(１)
ようとする働き (移行期正義) に関する研究は,「正義」
の概念の有する包括性と多義性, 正義が追及される文脈, 措置の多様性と
いう特徴から, 学際的に論じられてきた。本稿では, 移行期における正義
の追及において, 国際連合 (国連) は, いかなる役割を担ってきたのか,
国連の機能の観点から概観することを目的とする。
移行期における正義の追及に関しては, 冷戦終結後の国際的な刑事裁判
所の設立を受けて, 国際社会における動向が検討される一方で, 現地社会
での正義の追及の意義やメカニズムの重要性も論じられてきた。
(２)
移行期正
義について活発な研究がなされる状況において, 国連の機能についての分
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移行期における正義の追及
国際連合の機能の観点から
望 月 康 恵
＊本論文は, 日本国際連合学会第15回研究大会 (2013年６月29日, 関西学
院大学) における「パネルディスカッション 移行期における司法と正義」
の報告に, 加筆, 修正を行ったものである。セッションにおける質問およ
びコメントに感謝申し上げる。
(１) 正義の「追及」｢追求」｢追究」は様々な意味を内包する。本稿では一
般的に「追及」を用いるが, 概念上の区別が必要な場合には, それぞれの
用語を用いる。拙著『移行期正義―国際社会における正義の追及―』法律
文化社 2012年。
析はどのような意味で学問上の意義を有するのだろうか。
国連に関する研究が, 国連の組織や機能, 活動などをめぐる, 学際的な
研究であることを前提とした場合, この問いに対しては, 主に次の答えが
考えられよう。第一に, (さまざまな意味を含む) 正義の追及においては,
特に20世紀後半から, 国際社会を体現する国連が, 一定の役割を担って
きたことが挙げられる。国連は, 国際の平和と安全の維持を目的として,
国際社会における多くの問題や課題に関与してきた。1990年代には, 当
時のガリ事務総長が, 報告書『平和への課題』において, 冷戦終結後のさ
まざまな国連の役割を指摘し, 予防外交や平和構築などの概念に着目する
ことにより, 国際の平和と安全の維持における国連の関わりに対して新た
な視座を提示した。このように概念の提唱を通じての国際社会における国
連の役割に加えて, 国連は自立的な国際機構としても機能してきた。旧ユー
ゴスラビア連邦共和国やルワンダに関する国際刑事裁判所は, 安全保障理
事会 (安保理) の決議に基づいて設立され, 独立した司法機関として訴追
手続を通じて, 犯罪行為者を裁く刑事司法上の正義を追及してきた。さら
に, 国連は, 国際社会における議論の「場」として国際社会の原則や規範
を確認する。加えて, 国連による国家への直接的および間接的な支援は,
当該国家の制度や活動に対して国際社会としてのお墨付きを与え, 政府の
正統性を確認する作業にもなる。このような, 正義の追及をめぐる国連に
よる役割について検討し整理を行うことは, 意義のある作業と考えられる。
本稿では, まず移行期正義の概念を概観し, 移行期正義における議論の
内容を探り, 研究の動向を明らかにする。次に, 移行期正義における国連
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(２) たとえば, 阿部利洋『紛争後社会と向き合う 南アフリカ真実和解委
員会』京都大学学術出版会 2007年, クロス京子「紛争後社会におけるロー
カル正義の役割」石田勇治・武内進一編『ジェノサイドと現代世界』勉誠
出版 2011年 367394頁などを参照。
の取組みとして, 国連の機能的側面について論じる。特に, 正義の追及と
関連する, 組織の設立, 国内の制度構築の支援, 国際社会における共通認
識 (規範) の確認について概観する。さらに, 国連による取組みを通じて
明らかにされる, 正義の追及における課題を提示する。
以上を通じて, 本論文では, 移行期正義の追及における, 国連による取
組みの多様性, その意義と課題を探ることを目的とする。この作業は, 国
際機構としての国連の活動の実態を明らかにすることにとどまらない。正
義の追及において, 国際機構は, 何をどこまで行う権限を有するのか, 本
論文での議論は国際機構の機能や権限の可能性とともにその限界をも問う
ことにも繋がる。さらにこれは, より広範な意味での, 国際機構に関する
研究に対して, 新たな視座を提示することを試みる作業となるであろう。
１．移行期正義とは
独裁政権や紛争後の移行期に, 正義を追及するプロセスやメカニズムと
しての移行期正義については, さまざまな説明がなされてきた。国連では,
2004年の事務総長報告書「紛争中および紛争後の社会における法の支配
と移行期正義」において, 移行期正義を,「説明責任を確実とし, 正義に
資するため, また和解を達成するために, 過去に生じた大規模な人権侵害
の遺産を受け入れようとする社会の試みと関連する多様な過程とメカニズ
ム」
(３)
により構成されると説明する。また, この分野において最も活発に活
動する非政府組織である国際移行期正義センター (ICTJ) によれば, 移
行期正義とは,「大規模な人権侵害の遺産を救済するために, 多くの国に
おいて行われてきた司法および司法以外の措置である。これら措置には,
刑事訴追, 真実委員会, 補償のための計画やさまざまな制度改革が含まれ
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(３) S /2004 /616, 23 August 2004, para. 8.
る」
(４)
と説明される。
移行期正義の系譜は, 主に二つに分類される。第一は, ラテンアメリカ
など軍事政権下で行われた人権侵害について, 民主的政権の確立後の対応
という系譜である。第二は, 第二次世界大戦後のニュルンベルク裁判や東
京裁判を起源とするもので, 冷戦後の旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所
(ICTY), ルワンダ国際刑事裁判所 (ICTR), さらには常設の国際刑事裁
判所 (ICC) につながる犯罪行為者の訴追および処罰という国際的な刑事
司法の系譜である。前者は, 独裁政権から民主的な政権への, 体制の変化
に着目した議論であり, 後者は, 重大な戦争犯罪行為者に対する処罰と関
連するものといえる。いずれの系譜においても, 移行期正義は, 過去の人
権侵害行為や状況に着目しつつ, 新しい社会の構築に向けて, 民主的な体
制の下で法の支配を定着させるという, 将来に向けた取組みについての議
論でもある。
移行期正義の研究におけるこのような二つの系譜を踏まえ, また移行期
正義についてのさまざまな説明がなされる中で, 移行期正義に共通する特
徴として, 以下の点が析出される。第一に, 取組みの多様性である。正義
の追及の措置として, 犯罪行為者を訴追するための刑事司法としての措置
や, 人権侵害状況を明らかにするための真実委員会などの非司法的な措置
などが, 個別にまたは組み合わされて用いられている。移行期における正
義の追及は, 包括的かつ多様な取組みと考えられている。また, 正義を追
及するプロセス, メカニズム, 措置は肯定的に捉えられ, それらを促進し
ようとする立場が見てとれる。
(５)
第二に, 正義の追及における対象者の多様
性である。具体的には, 人権侵害行為の加害者および犠牲者 (あるいは生
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(４) http: // ictj.org / about / transitional-justice (accessed 28 May 2013).
(５) 大串一雄「｢犠牲者中心の」移行期正義と加害者処罰 ラテンアメリ
カの経験から」『平和研究』第38号 2012年 １頁。
存者) が対象であり, さらに個人に加えて集団や共同体も含まれる。第三
に, 正義を追及する法的根拠として, 国際法, 特に国際人権法や国際人道
法, 国際刑事法が援用される。国際法に基づく正義の追及は, 国内法に基
づいた犯罪行為の特定化における, 法制度上の限界を克服することになる。
また国際法を基準とすることにより, 人権侵害の阻止, 過去の犯罪の調査,
人権侵害行為の責任者の特定, 責任者への制裁, 犠牲者への補償, 和解の
促進などについて, 国家に対して法的な義務を課すことも主張される。
(６)
さ
らには, 正義の追及が, 国際社会において確認されている基準に基づいて,
あらゆる地域において普遍的に行われうる可能性を示している。
移行期正義のメカニズムや取組みについては, 上記の通り, 国際社会に
おいて確認されながらも, 具体的な措置については, 移行期の状況や社会
的な文脈によって多様となり, 同一の措置や取組みがなされることはない。
移行期正義のメカニズムとして, 刑事裁判, 真実委員会などが想定されう
るが, 大規模な人権侵害に対して, 裁判所において加害者が訴追されるの
か, あるいは真実委員会において真実が追究されるのか, またいずれが優
先されるのかについては, 紛争の原因, 社会的な背景などによって異なる
のである。
さらに, 移行期正義は,「移行期」つまり暫定的な期間における措置と
して考えられていたが, 現在においては, 一般的な取組みとして捉えられ
ている。
(７)
正義の追及が, ある一定の時間内における取組みとして認識され
ながらも, それはもはや暫定的な措置ではなく, 長期的かつ継続的な取組
みとしても理解されているのである。このような状況において, 正義の追
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(６) Louis Bickford, “Transitional Justice”, The Encyclopedia of Genocide and
Crimes Against Humanity, Macmillan, 2004, vol. 3, p. 1045.
(７) Ruti G. Teitel, “Transitional Justice Genealogy”, Harvard Human Rights
Journal, Vol. 16, 2003, pp. 7172.
及は「行われるべきか否か」ではなく,「如何に」また「誰によって」｢ど
のように」行われるのか, が議論の中心となる。
ところで, 移行期正義において論じられる「正義」について, 共通の理
解はみられるのだろうか。国連によれば, 正義とは権利の保護および擁護
において, また不正な行為の予防および処罰における説明責任と公正さの
理想である。正義は被疑者の権利, 犠牲者の利益, 社会全体の福祉への関
心をも含意する。さらにこの概念は, 全ての国家の文化や伝統に根ざして
おり, 公的な司法のメカニズムに加えて, 伝統的な紛争解決の手段も関連
するものである。
(８)
この説明によれば, 正義とは, 世界のあらゆる社会に由
来する概念であり, 現代的および伝統的な措置が包含されるものである。
正義について, このような一般的な理解がなされる中で, それでは, 誰に
とっての, またどのような正義の追及が優先されるのか, あるいは追及さ
れることが望ましいのか, ということについては, 国際社会としての共通
の理解は見られない。したがって, 移行期に正義が追及されるべきである
ことについての一般的な合意がありながらも,「誰にとって｣ の ｢どのよ
うな」正義が ｢如何に｣ 追及されるのか, については, 個別具体的な状況
において異なることから, 正義の追及をめぐる対立や相克が想定されうる
のである。
２．国連における取組み
移行期正義の考えについては, 上述の通り, ある一定の共通理解がみら
れる｡ それでは国際社会を体現する国連では, どのような取組みが行われ
てきたのであろうか｡ 国連における取組みとして, 組織の設立, 制度構築
の支援, 規範の確認について概観する。
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(８) S /2004 /616, para. 7.
(１) 組織の設立
正義の追及における国連の役割として, 第一に, 補助機関の設置がある。
ICTY, ICTRは, 国連憲章第７章に基づいて安保理決議によって設立され
た。政治的機関である安保理が, はたして裁判所を設置する権限を有する
のか, については議論となった｡ これについては, 国際の平和と安全の維
持という安保理の目的に合致するのであれば, 司法的な機関を有する補助
機関の設置は妨げられないと考えられている。
(９)
また二つの刑事裁判所の設
立は, 平和と安全の維持という安保理の主要な任務の遂行のための手段と
して位置づけられた。両裁判所における, 国際人道法の深刻な違反に責任
を有する個人の訴追は, 平和の回復および維持という目的を有し, 紛争の
終結と社会の再建を目指していた。
(10)
安保理による裁判所の設立は, 暫定的
な措置でありながらも, 永続した平和のための取組みともいえる。
国連による刑事裁判所の設立は, 国際法に基づく個人の訴追という司法
機関の機能に対して注目を集めることとなった。戦争犯罪などの行為者に
対する訴追と処罰の手続きが, 安保理決議に基づいて定められたことによ
り, 責任の追及は重要な国際的な関心事であるとの原則が確認され, また
重大犯罪に関する判例の発展をもたらし, さらには暴力行為に関する特徴
について権威を有する記録の作成に貢献し, あらゆる地位にある者の不処
罰を確認したのである。
(11)
つまりは, 正義の追及のメカニズムとしての司法
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(９) 浅田正彦「国連安保理の機能拡大とその正当性」村瀬信也編『国連安
保理の機能変化』東信堂 2009年 ９頁。
(10) 二村まどか「国際戦犯法廷の目的と機能―ニュルンベルグの遺産と
「移行期の正義」の教訓」大賀哲・杉田米行編『国際社会の意義と限界―
理論・思想・歴史』国際書院 2008年 164165頁。
(11) Naomi Roht-Arriaza, “The new landscape of transitional justice”, Naomi
Roht-Arriaza and Javier Mariezcurrena (eds.), Transitional Justice in the
Twenty-First Century : Beyond Truth versus Justice, Cambridge University
機関は, 国際社会における国際人権法や国際人道法, 国際刑事法の分野に
おける実体および手続法や判例法の発展を促すものとしても評価された。
他方で, これら刑事裁判所に対して多くの資源が費やされながらも,
ICTYや ICTRが国内の司法機関の能力構築にはほとんど役立たなかった
ことが批判された。
(12)
後に, 安保理の決定に基づく刑事裁判所が設立されず,
ハイブリッド (混合) 裁判所が設立されるようになったことは, ICTYや
ICTRの経験に基づいていた。
第二に, 国連は一当事者として国家と協定を締結し, 裁判機関を設立し
てきた。シエラレオネ特別裁判所 (SCSL) はこの事例である。シエラレ
オネに関しては, 当初は, カバー大統領が, 反政府勢力である革命統一戦
線 (RUF) の構成員を訴追する刑事裁判所の設立を安保理に求めたもの
の, 安保理はその要請に応じず, 国連事務総長に対して, 裁判所の設立に
ついてシエラレオネ政府と交渉を開始する権限を与えるにとどまった。
(13)
交
渉を経て, 2002年に協定が締結され, SCSLが設立された。この特別裁判
所は, 国連とシエラレオネとの協定に基づいて設立された独自の裁判所と
して位置づけられている。
(14)
第三に, 国連による「統治」活動の一環として, 司法機関や真実委員会
が設立された。安保理は, 国連憲章第７章に基づいて, 独立前の東ティモー
ルに国連東ティモール暫定行政機構 (UNTAET) を設立した。UNTAET
には, 司法行政を含むすべての立法, 行政上の権限を行使する権能が与え
られ, 規則の定立を通じて東ティモールを実際に統治した。1999年の民
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Press, 2006, p. 6.
(12) S /2004 /616, pp. 12.
(13) S /RES/1315, 14 August 2000.
(14) 拙稿「｢移行期司法」における司法制度と真実委員会―シエラレオネ
の事例より―」『法と政治』第58巻 2007年 3361頁。
衆協議後に生じた人権侵害行為について, 責任を有する者の訴追が求めら
れたことから, UNTAETは, ジェノサイド, 戦争犯罪, 人道に対する罪,
殺人などに対して管轄権を及ぼす重大犯罪パネルを国内の裁判所に設置し
た。また2001年には, 受容真実和解究明委員会 (CAVR) が設立された。
CAVRは, 東ティモールの政治的紛争の文脈で行われた人権侵害の調査,
過去の人権侵害に関する真実の設立, 人権侵害の特徴の報告および人権侵
害を引き起こした要因の特定, 将来の人権侵害の再発を防ぐために対応が
求められる実行および政策の特定, 犠牲者の尊厳の回復の支援, 和解の促
進, 個人の共同体への受容および統合支援, 人権促進を目的として設立さ
れた。
(15)
重大犯罪パネルと CAVRは, 別個の組織でありながら相互補完的
な役割を担った。CAVRによって実施された共同体和解プロセスにおいて,
犯罪行為者が罪を告白し, 謝罪し, 状況によっては一定の償いを行うこと
によって共同体に受け容れられ, またこのプロセスを通じて清算された罪
については, 起訴されないことが保証された。他方で, 重大犯罪が明らか
にされ, 司法上の手続きが適切である, と判断される場合には裁判が行わ
れる手続が用意された。
このように, 重大犯罪パネルと CAVRとの連携によって, 一方で, 重
大な犯罪行為者の不処罰を見過ごさず, 他方で, 軽微な犯罪の行為者を共
同体に受け容れるプロセスが設立された。
(16)
ここでは, 加害者の処罰という
司法上の正義と, 加害者が自身の行動について公の場で明らかにすること
を通じて犠牲者や共同体から赦しを請い, それによって共同体への復帰を
促すという正義が追及されたのである。
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(15) UNTAET/REG/2001 /10, Section 3.1. 13 July, 2001.
(16) 松野明久「平和構築における真実探求―紛争後の東ティモールの事例
から」城山英明, 石田勇治, 遠藤乾『紛争現場からの平和構築―国際刑事
司法の役割と課題―』東信堂 2007年 9495頁。
(２) 国内の制度構築への支援
国連は, 正義を追及する目的で国内の制度構築を支援してきた。その一
例がカンボジア特別裁判部 (ECCC) の設立に関するものである。
(17)
1997年
に, カンボジア政府は, クメール・ルージュ政権下で行われた重大な犯罪
行為を処遇する目的で, ICTYや ICTRに類似する刑事裁判所の設立につ
いて国連に支援を求めた。国連とカンボジア政府との間で, 国際的な裁判
所設立に向けての交渉が行われていたが, カンボジアではクメール・ルー
ジュの幹部が投降する等, 国内の状況が変化した。これを受けて, カンボ
ジア政府は, 国内での裁判の実施へと政策を変更した。2001年, カンボ
ジア議会は, 国内の裁判所として ECCCを設置することを一方的に決定
したが, これにより国連はカンボジアとの交渉を打ち切った。その後, 国
連の加盟国による仲介により, 国連とカンボジアの交渉が再開され,
ECCCが, 国際的な基準に基づいて機能することを確保する目的で協定が
締結された。
(18)
同協定は, かつての民主カンプチア政府における指導者の裁
判における国連とカンボジア政府との協力についての法的基礎および原則
ならびに様式を規律する (第１条)。同協定では, ECCCが, カンボジア
の国内法である, ECCC設立法に基づいて事項的管轄権を行使することを
確認しながら, 同法が修正される場合には, 国連とカンボジア政府との事
前の協議に基づくことを規定する (第２条)。さらに, カンボジア政府が,
同協定に規定されている条件に合致しない方法において ECCCの組織ま
たは構造を修正したり, ECCCの機能を変えたりした場合には, 国連は,
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(17) 拙稿「国際的な司法介入の課題―カンボジア特別裁判部 (ECCC) を
題材として―」『法と政治』第60巻 2009年 115146頁。
(18) Agreement Between the United Nations and the Royal Government of
Cambodia Concerning the Prosecution Under Cambodian Law of Crimes
Committed During the Period of Democratic Kampuchea, 6 June 2003.
財政上およびその他の支援の提供を終了する権利を有すると定める (第28
条)。つまり, ECCCが, 国内の司法機関として設立された後も, 国際的
な基準に合致して機能することを確実とするために, 国連による支援がな
されることが同協定において定められたのである。したがって, 国連とカ
ンボジアの協定の締結は, ECCCに対する, 国連によるある種の監視の役
割を果たすものでもある。
国連による支援は, ボスニア・ヘルツェゴビナに対しても行われた。
ICTYの任務終了に伴い, ボスニア・ヘルツェゴビナでの司法制度の強化
が課題となった。
(19)
上級代表と ICTYからの提案を受けて, ボスニア・ヘル
ツェゴビナの国家裁判所の一部として戦争犯罪部が, また検察官事務所の
一部として戦争犯罪特別部の設立が, ボスニア・ヘルツェゴビナの国会に
おいて決定された。
(20)
ボスニア・ヘルツェゴビナの司法機関に対しては,
ICTYが支援を行ってきた。ICTY書記局はボスニア・ヘルツェゴビナの
国家裁判所の犯罪弁護支援セクションと関係を構築し, 同セクションに属
する被告弁護人が, ICTYの所有する非公開の資料 (保護を受けた証人に
よる証言など) にアクセスできる。
(21)
また国家裁判所は, ICTYによって確
認された訴訟上の事実や実体法に関する ICTYの判例を参照とし, 証拠も
利用可能であった。さらには ICTYの判事や検察官の専門的知識も教授さ
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(19) S /RES/1503, 28 August 2003, preamble, S /RES/1534, 26 March 2004,
para. 9.
(20) William W. Burke-White, “The Domestic Influence of International
Criminal Tribunals : The International Criminal Tribunal for the Former
Yugoslavia and the Creation of the State Court of Bosnia & Herzegovina”,
Columbia Journal of Transnational law, Vol. 46, 20072008, pp. 335337.
(21) Human Rights Watch, Justice for Atrocity Crimes : Lessons of International
Support for Trials before the State Court of Bosnia and Herzegovina, March
2012, pp. 1415.
れた。
(22)
この取組みによって, ボスニア・ヘルツェゴビナの国内の司法制度
の組織と活動に ICTYが影響を及ぼした点について評価されている。
(23)
ただ
し, ボスニア・ヘルツェゴビナに対する ICTYの支援は, 同国の全ての裁
判所に対してなされうるものではありながら, 実際には, 国家裁判所内の
戦争犯罪部にのみ行われた。同国のエンティティ内の裁判所は, ICTYに
よる判断や証拠を援用することには必ずしも積極的ではないものの,
(24)
ICTYによるボスニア・ヘルツェゴビナに対する支援は, ある一定の程度
において, 現地の司法制度を強化する機会となったといえよう。
(３) 共通する規範の確認
移行期に正義を追及する根拠として, 国際人権法や国際人道法, 国際刑
事法などが援用されており, 国際的な基準に基づく正義の追及が, 国際社
会および国内の取組みにおいても援用されている。これは, 正義の追及に
援用される基準の普遍的な特徴を示している。また, この背景には, 国連
における原則や規範の確認という作業が見られる。
国連は, 20世紀半ばより, 人権条約の制定や基準設定活動を通じて,
人権に関する規範を確認している。人権をはじめとするさまざまな原則の
確認は, 国際法の確認という観点からも, また国連における諸原則の援用
という, 国連の活動上の観点からも意義を有する。とりわけ国連における
原則の確認は, 原則に対してある種の権威を付与することにもなり, 条約
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(22) Bogdan 	, The War Crimes Chamber in Bosnia and Herzegovina :
From Hybrid to Domestic Court, International Center for Transitional Justice,
2008, pp. 2426.
(23) Burke-White, op.cit., p. 345.
(24) Olga Martin-Ortega, “Prosecuting War Crimes at Home : Lessons from
the War Crimes Chamber in the State Court of Bosnia and Herzegovina”,
International Criminal Law Review, Vol. 12, 2012, p. 603.
上の適用を受けない非締約国に対しても事実上の影響を及ぼしてきた。
移行期正義と関連する規範については, 1990年代から確認されてきた。
国連の人権委員会 (当時) は, 1997年に, ｢不処罰と闘うための原則｣ に
ついて独立専門家に調査を委託し,
(25)
2004年には, 不処罰に関する国際法
および実行の発展を反映させることを目的として, 同原則の更新を行った
(更新原則)。
(26)
更新原則は, 法的な拘束力を有する文書ではないものの, 適
切な法的基準を反映し, それに合致するものであることが確認されてい
る。
(27)
また更新原則において取り上げられている規範は, 移行期正義におい
て追及することが主張される権利義務と対応する。そこで更新原則を参考
として, 国連で提示された規範を概観し, 移行期正義との関連を検討する。
まず更新原則においては, 重大犯罪に責任を有する者の訴追を確実とす
るために, 国家が主要な責任を負うことが指摘される。
(28)
重大犯罪行為の対
処について, 一義的な役割は主権国家によって担われることとされている
のである。
このような前提に基づいた上で, 更新原則では, 不処罰と闘うための効
果的な措置の発展において国家を支援する指針として, 38の原則が提示
されている。それらは, 不処罰 (アムネスティ) との闘いとしての国家の
一般的な義務, 知る権利, 司法の権利, 補償の権利／不再発の保証, に大
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(25) E/CN.4 /Sub.2 /1997 /20 /Rev.1, 2 October 1997.
(26) Report of the independent expert to update the Set of Principles to
combat impunity, E /CN.4 /2005 /102 /Add.1, 8 February 2005. 山下恭弘「人
権侵害加害者の不処罰に関する国連の取組み」『国際法の新展開と課題』
信山社 2009年 239267頁。
(27) Report of the independent expert to update the Set of Principles to
combat impunity, Diane Orentlicher, E /CN.4 /2005 /102, 18 February 2005,
para. 11. 具体的な内容に関しては, 独立専門家は, その実態的な規範の
根拠について人権条約を参照にしている場合も見られる。
(28) Ibid., para. 40.
別される。
(29)
第一に, 不処罰と闘うために, 国家が措置を取らなければなら
ないことが示される。国際法上の重大な犯罪に責任を有する者の訴追を確
実とする義務を満たすために, 国家は, 補償, 知る権利, そして, より一
般的に, 暴力の再発防止等に関する義務から軽減されることはないのであ
る。
(30)
国連の事務総長報告書においても,「国連が是認した和平合意は, ジェ
ノサイド, 戦争犯罪, 人道に対する罪, 人権の重大な違反へのアムネスティ
を認めない」
(31)
と述べられているように, 不処罰を阻止することの重要性が
繰り返し確認されている。
第二に, 補償に関して, 更新原則は, 犠牲者が利用可能で, 即座かつ効
果的な救済にアクセスする権利を有していることを再確認し, それらは十
分に確立された国際人権法規則に基づくものであると指摘する。人権諸条
約によって設立された機関によって確認されているように, 違反が特に重
大な場合には, 犠牲者には司法救済が必要である。さらに近年の事例にお
いては, 大規模な虐殺後になされた国家による補償計画の重要性が確認さ
れてきたこと, また犠牲者数が多数に及ぶ場合には, 行政上の計画によっ
て, 犠牲者に対する補償が促進されうることも指摘されている。
(32)
なお, 補
償に関しては, 国連総会においても「国際人権法の重大な違反および国際
人道法の深刻な違反の犠牲者の救済および補償の措置に関する基本原則お
よび指針」が採択され,
(33)
補償に関する犠牲者の権利が再確認された。同文
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(29) E/CN.4 /2005 /102 /Add.1.
(30) E/CN.4 /2005 /102, para. 16.
(31) S /2004 /616, para. 10.
(32) E/CN.4 /2005 /102, para. 58.
(33) Basic Principles and Guidelines on the Right to a Remedy and Reparation
for Victims of Gross Violations of International Human Rights Law and Serious
Violations of International Humanitarian Law, A /RES/60 /147, Annex, 16
December 2005. 同原則についての研究としては, 申惠「国際人権法お
書において救済に含まれる措置として, 原状回復, 賠償, リハビリテーショ
ン, 精神的満足, 再発防止の保証が示された。
第三に, 知る権利について, 更新原則では, それが国際社会での判例や
国家の実行において個人および集団の権利として発展してきたことを指摘
した。
(34)
2006年に行われた人権委員会の研究において, 大規模な人権侵害
や人道法の深刻な違反について知る権利は, 不可侵のまた自立した権利で
あって, 国際条約や文書, また国家, 地域, 国際的な判例, 決議において
確認されてきたことが指摘された。知る権利はまた, 人権を保護し保証す
る国家の義務, 大規模な人権侵害および重大な国際人道法の違反について
の効果的な調査の実施, 効果的な救済や補償を保証する国家の義務と密接
に関連する。さらに知る権利は, 法の支配と民主的な社会における透明性,
説明責任および良い統治の原則と密接に関連する, と知る権利の普遍性,
包括性について指摘された。
(35)
第四に, 犠牲者の権利について, 更新原則では, 刑事, 民事, 行政等の
手続において, 直ちに利用可能であり即座かつ効果的な救済手段にアクセ
スする権利は, 十分に確立された国際人権法の規則を反映している, とす
る。また侵害が特に重大な場合には, 犠牲者は司法救済が必要である。さ
らに, 大規模な殺戮の後に, 国家による補償計画の役割の重要性が, 近年,
確認されてきていることが指摘される。そのような状況においては, 行政
上の計画が, 犠牲者に対して, 十分な, 効果的また即座の補償の提供を促
すことができる, と犠牲者を対象とした措置の意義を指摘する。
(36)
また, 強
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よび人道法の違反に対する責任と救済―国際人道法の重大な違反の被害者
が救済を受ける権利の承認をめぐって」坂元茂樹編『国際立法の最前線』
有信堂 2009年 405428頁等を参照。
(34) E/CN.4 /2005 /102, paras. 1735.
(35) E/CN.4 /2006 /91, 8 February 2006.
(36) E/CN.4 /2005 /102, para. 58.
制失踪の状況においては, 当該個人の家族は, 情報を知らされる不可侵の
権利を有することも確認する。これら原則は, 上述の, 国連が関与した司
法機関においても確認されてきた。たとえば, ECCCには, 犠牲者支援セ
クションが設立されており, 犠牲者が民事当事者として裁判において申し
立てを行うことが認められている。
(37)
以上のように, 国連において規範が確認されてきており, その共通点と
しては, 以下の点が指摘される。
第一に, これら国際法上の規範は, 条約あるいは基準としてすでに確認
されたものである。正義の追及において援用されている権利または義務は,
新しい規範や国際法の創出ではなく, 既存の国際法を確認したものとして
捉えられている。たとえば, 上述の更新原則においては, 原則が, 厳密な
意味での法基準ではなく指針原則であることが確認されながら, それが法
的基準を反映しまたそれに合致するものであると指摘することにより, 原
則そのものの法的拘束力は否定しつつも, 指針の根拠として, 条約等の確
立された国際法に依拠していることを確認する。
(38)
また国連総会において採択された, 2005年の基本原則および指針にお
いても, 国際人道法の侵害の犠牲者への権利については, 世界人権宣言や
人権諸条約, 国際人道法, 地域の人権条約に規定されていることが想起さ
れている。
(39)
さまざまな条約の規定, 条約上の委員会による意見, 地域的な
機関における判例等が言及されることにより, 国際社会におけるさまざま
な規範の普遍的な特徴や一般的な適用, さらにはその正統性などが確認さ
れている。
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(37) Extraordinary Chambers in the Courts of Cambodia, Internal Rules, Rule
12 bis.
(38) E/CN.4 /2005 /102, p. 6.
(39) A/RES/60 /147, Annex, Preamble.
第二に, 法規範に基づく権利や義務の実行においては, 国家が一義的な
役割を担うことが確認されている。国連は, 規範の確認を行う場であり,
その実施は国家に委ねられている。国際的な刑事裁判所において訴追手続
き等が取られる場合に, それは, ICTYや ICTRに見られるように, 国連
憲章など国際法上の根拠に基づく。国連は, 国家に対して, 権利や義務を
強制したり, あるいは国家による同意を経ずに規範を国内において自動的
に実施したりする権限は有していない。つまり正義の追及においては, 国
際社会の規範に基づいた国内法の整備や国内の組織を通じての, 国家にお
ける権利や義務の履行がまず求められているのである。
３．国連における取組みが提示する, 正義の追及に関する課題
以上の通り, 移行期における正義の追及においては, 国連での規範の設
定や具体的な措置等, すでに多くの活動が集積されている。このような取
組みには, 正義なるものが, 国際社会も関与する状況において, 追及され
るべきであること, または追及されることが望ましい, という共通認識が
見られる。
国連が関わる移行期の正義の追及は, 国連の取組みとして突然になされ
てはいない。ある地域や国内での紛争の終結に国際社会が積極的に関わっ
た場合には, 紛争後の正義の追及においても関与が継続することがすでに
分析されており,
(40)
正義の追及も, 和平交渉や平和維持活動の展開等, 国連
による一連の活動における取組みでもある。したがって, 正義の追及は,
国連による活動の拡大としても捉えられよう。
さらに, 正義の追及は, それのみが目的とはならない。抑圧的な政権あ
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(40) Laurel E. Fletcher & Harvey M. Weinstein with Jamie Rowen, “Context,
Timing and the Dynamics of Transitional Justice : A Historical Perspective”,
Human Rights Quarterly, Vol. 31, 2009, p. 207.
るいは紛争を経た後に, 過去の事件に対して, さまざまな正義を追及する
状況やプロセスは, 人々を代表する政府によって新しい社会や政府が設立
され機能することと密接に結びつく。つまり正義の追及は, 平和構築とい
う枠組みにおいても一定の役割を果たし, 近接する分野である開発や治安
改革などとも相互に関連し影響を持つのである。
(41)
上記で指摘した通り, 現在においては, 正義の追及が, 特定の期間に限
定されず, 長期的な取組みとなる場合もみられる。そのような状況におけ
る国連の取組みについて課題が生じる。
(１) 規範の確認とその実施をめぐる問題
移行期における正義の追及の根拠として, 人権諸条約や国連で提示され
た指針など, 国際社会で確認された規範が論じられてきた。これら規範に
基づいて, 主権国家が一義的に措置や行動を取ることが確認されている。
その場合に, いくつかの問題点が明らかとなる。
まず「正義の追及」という多様な意義を包含しうる取組みにおいて, 誰
に対するどのような正義が優先されるのか, についてである。これに関し
ては, 紛争中, 紛争後の状況に応じて決定されてきた。ところで, 国内に
おける措置や手続が, 国際的な基準に基づくことは必ずしも保証されてい
ない。重大な犯罪行為者に対しては, 犯罪行為を免責にせず訴追すること
が, 国際社会で確認されているものの, 犯罪行為者を訴追しない措置はさ
まざまな国で実施されてきている。
(42)
継続している紛争を終結し和平合意に
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(41) Pablo de Greiff, “Articulating the Links Between Transitional Justice and
Development : Justice and Social Integration”, Pablo de Greiff and Roger
Duthie (eds.), Transitional Justice and Development : Making Connections,
Social Science Research Council, 2009, pp. 2875.
(42) Mark Freeman, Necessary Evils : Amnesties and the Search for Justice,
Cambridge University Press, 2009, 拙稿「移行期正義の追及におけるアム
至るためには, 紛争当事者に対して紛争を終結するインセンティブが必要
となることが主張されている。紛争中の犯罪行為について, 和平合意の締
結後には訴追せずに不問とする, という措置は, 紛争の終結を促すための
重要な手段となっている。また, 和平合意の締結後に, 紛争当事者が逮捕
され紛争中の犯罪行為等について訴追されることが明白な場合には, 紛争
が継続される可能性が高い。
つまり, 国際社会による規範の確認という作業は, たとえそれが国連の
加盟国が参加したプロセスにおいてなされたとしても, 国内において, 国
際的な規範に基づく正義の追及を必ずしも確保するものではない。国家に
おいてなされうる正義の追及においても, 国際的に確認された一定の基準
を満たすことが示されながらも, 国家によって講じられる実際上の措置が
それに合致しない場合には, 国際的な基準に対する, あるいはそのような
基準を作成した国際社会への信頼性を喪失させるか, 国家による措置やそ
の措置を決定する国家の制度に対する不信感を生じさせる。
他方で, 正義を追及することが, 紛争後や体制の移行期に行われること
が所与として論じられることによって生じる課題もある。
第一に, 現地で行われている正義の追及の措置やメカニズムに関してで
ある。多くの事例研究において, 紛争後に伝統的な紛争解決手段が援用さ
れることについて検証されている。現地における正義を追及する手段に関
しては, 現地の伝統や文化をよりよく反映する措置として確認される一方
で, そのような措置と国際的な基準との合致や整合性については議論とな
りえる。特に, 現地社会における取組みが国際的な人権基準に合致せず,
加害者あるいは犠牲者の人権を十分に配慮した措置が取られていないこと
や, またそのような措置を取る制度が確立していないこと等が批判の対象
論
説
法と政治 64巻 3号 (2013年 11月) 171(1068)
ネスティ」『国際政治』171号 2012年 7285頁。
となっている。
(43)
国連の事務総長も, 現地においては国際的な基準に従い, 効果的に機能
する正式な司法制度の構築の重要性を指摘しつつ, それを補完する非公式
の伝統的な紛争解決手段に注意を払うべきことを指摘している。
(44)
お仕着せ
の方法が存在しない正義の追及において, 現地における正義の追及のメカ
ニズムや手段が, 国際社会の基準に合致する内容を有し, またそのように
運用されるのか, についての評価が求められるのである。たしかに国際的
な基準に基づいた措置が, 正義の追及として求められるものの, 他方で,
厳密な意味では司法機能ではない伝統的な手段について, それが国際的な
基準に基づくか否かについて評価や判断を下すことの妥当性や, 評価の適
切性についても議論される。
第二に, 正義の追及が求められながらも実施されない場合も見られる。
たとえば, アフガニスタンでは, 国際社会が関与して2001年にボン和平
合意が締結されながら, 和平合意に至る交渉において, 過去の紛争状況で
の人権侵害行為に対応できず,
(45)
正義の追及の措置が十分ではなかったこと
が指摘され続けている。
(46)
またタリバンを含む紛争当事者間の和解に向けた
プロセスも進まず,
(47)
正義の追及の是否についても未だ十分に論じられてい
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(43) Human Rights Watch, Justice Compromised : The Legacy of Rwanda’s
Community-Based Gacaca Courts, 2011.
(44) S /2004 /616, para. 36.
(45) Rama Mani, “Ending Impunity and Building Justice in Afghanistan”, The
Afghan Research and Evaluation Unit, December 2003, p. 10.
(46) 事務総長特別代表ブラヒミが, アムネスティを禁止する規定を合意に
含めることを主張したものの, その主張は受け容れられず規定されなかっ
た。Patricia Gossman, “Truth, justice and stability in Afghanistan”, Roht-
Arriaza and Mariezcurrena, op.cit,. p. 261.
(47) Amin Saikal, “The UN and Afghanistan : Contentions in Democratization
and Statebuilding”, International Peacekeeping, Vol. 19, 2012, pp. 228229.
ない状況である。アフガニスタンはさまざまな問題を抱えており, その問
題の解決の一手段として, 過去に行われた人権侵害行為に対する処遇や過
去の紛争についての事実の追及の重要性が主張されている。
(48)
その一方で,
正義の追及がなされないことが, アフガニスタンにおける現実的な選択肢
である, という主張もなされている。このような状況において, 国際社会
は, 正義の追及に関して説得力を有する解決策を提示できるのか問われて
いる。
ブルンジにおいても同様に正義の追及が行われてはいない｡ 同国では,
2000年に和平合意が締結され, 正義の追及のプロセスが論じられてきて
いるものの, 実施には至っていない。国民真実和解委員会についての法律
が制定され, 2007年には, ブルンジ政府と国連が「ブルンジの移行期正
義メカニズム設立に関する国民協議」のための三者運営委員会の設立に合
意し, 政府と国連代表, 市民社会が会合を開催し, 報告書が政府に提出さ
れたが, 具体的な措置は取られていない。ブルンジの和平合意は, 武力紛
争や政治的な勝敗を経て締結されてはおらず, 外部からの仲介と国際的な
要求に基づくものであったこと, またすべての当事者が侵略者として位置
づけられたことが, その後の和平プロセスにおける問題点として指摘され
る。
(49)
さらに, 当初は国際社会が積極的に進めてきた正義の追及について,
国際社会の関わりが縮小することにより, 政府にとって都合のよい, つま
り国際社会の規範に必ずしも合致しない措置が採用される傾向にあり, 正
義を追及するプロセスが遅々として進まない状況となっている。
(50)
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(48) Patricia Gossman, “Afghanistan : The Past as a Prologue”, ICTJ Briefing,
May 2012.
(49) International Center for Transitional Justice, La processus du justice de
transition au Burundi : et perspectives, 18 Avril, 2011, p. 5.
(50) Stef Vandeginste, “Burundi’s Truth and Reconciliation Commission : How
to Shed Light on the Past while Standing in the Dark Shadow of Politics?”,
このように, 正義の追及における現地の対応と, 国際社会において確認
された基準や措置とのギャップは, 一方では国際的な基準の重要性を指摘
しながらも, それを実施しないあるいはできない主権国家の状況との相克
を示すのである。
(２) 国際社会による関与の継続
正義の追及が, 国際的な基準に基づいて, 国家において主導的に行われ
ることが望まれる一方で, 国家による措置をより確実とするためには, 国
家の能力向上が必要となる。そこで, 国際社会による当該国家に対する一
層の支援が求められる。
たとえば, 犯罪行為者の訴追や処罰に関して, 国際的な裁判所が任務を
終了し, 残された事件を国内の裁判所に移管する際には, 国際的な基準に
よる現地における裁判実施の保証が前提となる。国際社会の水準に合致し
た裁判制度の確立のためには, 専門家の養成を含む援助が必要となろう。
さらには, 事件が移管される国内の裁判所は, 国際社会の基準を満たすこ
とが求められる。たとえば ICTRの任務終了を控え, ルワンダの国内裁判
所は国際的な基準に合致した司法制度を構築することによって, ICTRか
ら事件を付託されることとなっていた。しかしルワンダにおける司法制度
の改革が不十分であると判断されたことから, 国内の裁判所に事件が付託
されなかった。
(51)
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International Journal of Transitional Justice, Vol. 6, 2012, pp. 355165.
(51) 国内の裁判所に対して付託が認められない理由としては, 司法機関の
独立性の欠如 (The Prosecutor v. Yussuf Munyakazi, Case No. ICTR9736
R11bis, 8 October 2008), 公平な裁判を受ける権利が保障されないこと
(The Prosecutor v. Gaspard Kanayrukiga, Case No. ICTR200278R11bis, 30
October 2008, The Prosecutor v. Ildephonse Hategekimana, Case No. ICTR
0055BR11bis, 4 December 2008) などが指摘された。
さらに, 正義の追及が, 移行期という一定の期間にとどまらず, より長
期的に実施されることにより, 正義の追及と, 平和構築や開発などの分野
の活動との関連性に着目する必要性も示される。
(52)
移行期正義の議論におけ
る, 目的としての個人の犯罪行為の訴追, 真実の追究, 犠牲者への補償を
達成するためには, それらを実施する暫定的な措置に加えて, 当該国家の
立法, 行政, 司法制度の改革などを含む, より長期的な取組みが必要とな
る。このような制度の改革は, 当該国家における正義の追及に加えて, 国
際社会が関わる平和構築や開発の文脈における, 正義の追及をも包含する。
つまり, 国家の統治機構をより健全かつ確実するために, 国際社会による
さまざまな関与がさらに必要とされるのである。
(３) 移行期正義と国際刑事裁判所 (ICC)
移行期正義と国際刑事裁判所 (ICC) の関連性についても, より一層の
検討が求められるであろう。一方では正義の追及における ICCの役割や
機能が問われ, 他方では, 正義の追及が ICCの任務の遂行においてどの
ような意味を持つのか, が問われる。前者に関しては, ICCが, 重大な人
権侵害や国際人道法違反を放置せずに処罰する目的を有し, その役割を担
うことは, ICCの機能強化に加えて国際刑事法の発展や精緻化をもたらす。
さらに国際刑事法が, 国際人権法や国際人道法の履行確保の一環を担う役
割を有するものとして確認される。
(53)
後者については, 個人を訴追し処罰す
る正義の追及が, 国際社会の司法機関としての ICCの重要性を確認する
ものとなる。特に ICCの目的が, 国内で重大犯罪を裁く意思と能力を持
たない国家を補完することにあるとすれば, その活動は, 特定の国家にお
ける不十分な統治能力への国際社会の関与という取組みと軌を一にするこ
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とになる。他方で, ICCにおける訴追や処罰が, 国家の指導的な立場にあ
る者の犯罪行為を対象としているが故に, ICCによる訴追は, 国家の指導
者の正統性そのものを問うことになる。
(54)
そうであるとすれば, ICCの活動
を正義の追及の枠組みで捉えた場合には, 国際社会における正義の追及は,
国家やその指導者について国際社会における正統性を判断する作業となる。
ICCは, 重大な犯罪行為者を訴追する刑事裁判所として, 移行期正義の
文脈において, 不処罰を阻止することとの関連が指摘されている。
(55)
正義の
追及という観点からは, 上述の通り ICCの組織や機能は, 犯罪行為の訴
追および処罰を超えて, 国家や指導者の正統性の判断に関わる可能性を潜
在的に有する。ICCにおける訴追が, 実施されうる状況において, 移行期
正義の枠組みにおける ICCの役割についての議論が, 今後はどのように
進展していくのか, また ICCの活動を通じての国際刑事法の発展が移行
期正義の議論にどのように影響するのか, さらなる検討が望まれる。さら
にこのことは, 移行期正義に関わる国際機構の組織および機能について一
層の検討をも促すであろう。
お わ り に
移行期正義の議論は, 一方では, 人権侵害が生じた地域において正義が
追及される必要性を論じ, また国際的な基準に基づく当該国家による主導
的な役割を確認する｡ 他方で, この議論は, 当該国家においてそのような
措置が政治的な理由あるいは資源上の理由により困難な場合には, 国際社
会, 特に国連による対応を求めるものである。つまりは正義の追及におい
て, 主権国家による主導的な役割が求められながらも, 国連による主権国
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家への支援がより必要とされているのである。
正義を追及することについての国連の意義は, 本稿で論じたように, そ
の組織上および機能上の包括性にある。その前提には, 国連加盟国の合意
に基づいた, 国連における決定と実行の過程がある。すなわち, 国際法に
基づいて一定の手続に基づいて決定を行い, その決定を実施し, さらには
評価を行う, という国連における自立した過程が, 普遍的な機構としての
国連の組織および機能上の特徴となっている。この制度は, 手続および実
体の両側面において国連の合法性と正統性を確認するものともいえる。
このような国連の機能や取組みに関して, 最後に国際機構の研究との関
連において, 指摘したい。
第一は, 国連の場および機能上の役割についてのより一層の研究の必要
性である。国連は, 国際社会の規範を確認する場としての役割や, 機関を
設立する機能を持つ組織という側面を有している。また国連の活動につい
ても, 伝統的な分類に依拠すれば, 移行期における正義の追及に関する,
立法的, 行政的, 司法的な機能についての分析も求められよう。
第二に, 正義の追及は, 国際機構の研究に関して, 新しい視点を提示す
る。従来の研究は, 主に, 国際機構の組織面, 機能面, 活動面に着目し,
あるいは国際機構の理論に関するものであった。特に理論面での研究にお
いては, それが国際連盟や国連に特化していることからも明らかなように,
国際機構が統合に向かうのか, また近接する研究分野とどのような関係を
有するのかなど, 国際機構の機能と国家の機能との類似性や均質性を分析
する等, 主権国家の機能を前提として論じられてきた。
移行期正義の議論から明らかになることは, 正義の追及において, 国連
は, 自らの権限に基づいて, 独自の機能を担うということである。そうで
あれば, 国際機構は, 主権国家への接近が目指されるものではなく, むし
ろ, 独自の機能を発展させる組織という特徴について注意が払われうると
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考えられる。特に正義の追及という視点において, 国際機構の独自性がど
のようなものであり, またその実現可能性はどの範囲まで及ぶのか, とい
う点に着目して研究を行うことは, 今後の国際機構のあり方を明らかにす
る上で, 有益な作業となるのではなかろうか。
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Seeking for Justice in Transition :
An Analysis of the Functions of the United Nations
Yasue Mochizuki
The purpose of this paper is to identify the functions of the United Nations
in the processes of Justice in Transition, that is, Transitional Justice. First,
the paper overviews ideas of Transitional Justice, highlighting the common
features. Second, it focuses on the functions of the United Nations in
Transitional Justice, i.e., the establishment of subsidiary organs such as ad
hoc tribunals for former Yugoslavia and Rwanda ; the assistance in
strengthening domestic institutions as were the cases in Cambodia and
Bosnia-Herzegovina; and the recognition of the international norms such as
the combat against impunity, the reparation for victims, the development of
the right to truth and the rights of victims / survivors. Third, the paper
points out some challenges that the efforts by the United Nations indicates,
namely, the gaps between the norms recognized at the international
community and the processes and measures taken at the local level ; the
expected roles of the United Nations which connects the processes and
mechanisms of Transitional Justice with Development and Peacebuilding ;
and the roles of the International Criminal Court in the processes of
Transitional Justice. Through the analysis, the paper concludes that the
functions of the United Nations demonstrates its comprehensive and
concrete approaches to Transitional Justice. This leads to the further study
on the roles and functions of the international organizations, not as an
analogy of the sovereign state but as an independent and distinctive
institution which now assumes more responsibility in the field of justice
seeking.
